
１．はじめに
河川流域に生息する水生生物の多くは、季節や生

活史段階によって、海洋と河川や河川内をダイナ
ミックに「移動」している。多様な水生生物の移動
を維持する環境整備は、河川流域の生物多様性や生
態系の機能（エネルギー流や物質循環）を維持・創
出する鍵になる可能性がある。
高緯度地域の河川流域において、遡河回遊性のサケ
科魚類が海洋から河川上流へ移動することで、海洋の
栄養塩を運搬し、河川や河畔林の生物多様性に大きな
インパクトを及ぼすことは広く知られている。一方、アジ
アモンスーン気候帯に位置する日本の多くの温帯河川
では、非常に多様な両側回遊性魚類（アユやヨシノボリ
類等）・甲殻類（テナガエビ等）が海洋と河川間を移動す
る。それら両側回遊性の水生生物は、小型ながら極めて
膨大な個体数を維持しているが、移動生態やそれらがも
たらす生態系機能についてほとんど理解されていない。
本研究では、両側回遊性魚類・甲殻類に注目し

て、（1）種多様性と季節移動パターンの多様性、（2）
河川流域への海洋資源輸送能、および（3）河川の生
態系機能への影響を評価するための手法確立につ
いて研究を進めた。また、（4）河川水辺の国勢調査
データを取りまとめて、日本列島における両側回遊
性魚類の種多様性パターンの基礎資料を作成した。

２．研究結果
【種多様性と季節移動パターンの多様性】
和歌山県有田川において、定期的な魚類捕獲調査

を継続したところ、２科６属12種の両側回遊魚が
確認された（写真１）。

そのうち、捕獲個体数の多い８種（アユ、スミウキ
ゴリ、ヌマチチブ、ボウズハゼ、クロヨシノボリ、オ
オヨシノボリ、ルリヨシノボリ、シマヨシノボリ）の
遡上期間を調べたところ、アユ（４‒７月）とシマヨシ
ノボリ（７‒10月）を除いて、種ごとの遡上時期は約
１か月程度と短期間であった（図１）。

図 1． 両側回遊魚各種の捕獲数の累積割合．図中
の横線は累積割合 50% を示す（Tanaka et 
al. の図を改変・引用）

一方、全８種をまとめると、２‒11月の10か月に亘っ
て、両側回遊性魚類の遡上がみられた。すなわち、多
様な種の両側回遊性魚類が生息していると、両側回遊
魚全体の遡上期間がほとんど一年に亘る長期間になっ
ていた（種多様性による遡上期間の長期化：Tanaka 
et al. 2020）。これは、両側回遊魚がもたらす機能や生
態系サービス（漁業資源利用）が、種の多様性によって
季節的に長期間維持されていることを示唆する。
現在、本研究で明らかになったような多様な両側回
遊性魚類やさらには甲殻類の移動実態を多地点で簡便
に評価するための環境DNA分析手法を確立している。

【河川流域への海洋資源輸送能】
多様な両側回遊性魚類がほぼ周年、河川に遡上す
るという研究結果を受けて、それらを餌として捕食
する捕食性魚類への海洋資源輸送能を評価する手
法の開発を行った。すなわち、海洋由来の有機物と
陸域由来の有機物で大きく異なる値を示すイオウ
安定同位体比分析を用いて、両側回遊性魚類の遡上
魚による海洋資源輸送能を評価した。

近年の研究紹介⑥総合研究（回遊性）

流域生態系における生物の移動とその生態系機能の評価手法開発
神戸大学大学院理学研究科　佐藤拓哉・京都大学生態学研究センター　宇野裕美

写真１．有田川で捕獲された両側回遊魚

年的な温度上昇が小さい傾向が確認されている。ま
た気温や降水量の変化には地理的な変異があり、そ
れが水温変化率の変異に影響していた。ただし、降
水量に関しては、夏には降水量増加で水温の上昇は
抑えられるものの、冬には降水量増加で上昇した。
人為的な要因については、人口密度や建物用地割

合が高くなった地点で、水温上昇が大きい傾向があ
り、その傾向は冬季に強かった。調査対象期間内で
下水処理場が存在しつづけた場所でも温度の上昇
は確認され、下水処理場一つ一つをみても、排出す
る熱量が増加していると推測された。近隣の水田面
積割合が減少すると、河川水温の上昇は抑えられる
傾向があったが、一方で逆に水田が増えることで河
川水温が低下する地点もあった。球磨川での現地観
測では、水田の温度上昇は、暖められた水が水田か
ら入ることよりも河川水の減少の方が影響が大き
いことが推測されている。また、本流から引いた用
水が水田を経ずに支流に入り、かんがい期に支流の
流量が増えて支流の河川水温が低下する場合もあ
り、そのような水の利用・移動の仕方によって河川
水温が影響を受けていると考えられた。
このように、河川の水温変化の空間変異においては、
気温と降水、及び湧水等の河川の特徴との関連、人為
的な影響の相対的な影響度を明示することができた。

３．河川生物の変化
河川の温度上昇に伴う河川生態系の変化につい

ては、各地の群集の変化と水温上昇との関係、河川
生息生物の分布の変化について研究を進めた。後者
の分布については、地理的な変化、水系内の標高変
化、河川内の微生息場レベルでの変化の３つの空間
スケールで研究を行ってきた（図３）。ここでは、水
系内の分布変化の成果を紹介したい。
地理的な分布の変化については、河川水辺の国勢

調査等を活用した広域スケールでの解析が有効で
あるが、同調査は、国土交通省直轄区間中心に行わ

れており、水系内の分布変化を解析するには上流域
の分布確認が十分ではない。そのため、過去に記録
のある多摩川水系のトビケラ類を調査対象とした。
多摩川水系でのトビケラ相は、1989～1991年に各
地点での水温とともに明らかにされている（加賀谷
ら 1997）。同じ地点53地点において、トビケラ類の
採集と水温観察を2019～2020年（30年後）に行った。
多摩川での調査地点の水温は、上昇していること
が確認された。また、水文水質データベース等のデー
タでも、過去とくに2009年以降の水温上昇が認めら
れた。トビケラ類各種の標高分布平均は、平均で30
年間に49 m上昇していた。温暖化に伴う陸上生物の
分布標高の変化は、様々な分類群や場所における平
均で10年あたり10～15 mと評価されており、ここで
の値（10年あたり約17 m）は、それと似た値であった。
分布標高の変化の大きさは、種によって異なっ

た。大きな上昇が認められたのは、瀬の急流に生息
する種であった。一方で、淵のリター堆積に生息す
る種では、標高分布の上昇が認められないことが
あった。分布の年代間の違いの種による変異につい
ては、地理的な変化（緯度）においても認められてい
る。水系内標高変化とあわせ、分布の変化と種の特
性の関係性を一般化することは、今後の気候変動に
よる生態系変化を予測するのに重要になるだろう。

４．おわりに
今回、我々のチームでは、30～40年の水温と生物
の変化のパターンを把握した。これらを統合的に議
論し、水温の上昇を抑えられる河川構造、水温上昇
が河川生態系に与える影響を緩和できる河川構造
を提示できるようにしたい。
ところで、気候変動の研究では、蓄積されたデータ
の活用が非常に重要である。今回、河川の水温データ
の収集と整理については、国土交通省水管理・国土保
全局河川環境課及びリバーフロント研究所に大変お世
話になった。公的に取得され、かつ収集されたデータが
利用可能なよう、また我々自身が河川各地で取得した
水温や生物分布のデータも、将来の河川の研究や保全
のため、利用可能な状態にしておくことが必要だろう。

図３　河川生物の分布変化のスケール

図２　 全国の水温観測地点における 1981-2015 年
の年平均水温の変化
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１．はじめに
当研究所が事務局を務める日本河川・流域再生

ネットワーク（以下、JRRNと呼ぶ）が、「小さな自
然再生」研究会の幹事として水辺でできる小さな自
然再生の全国普及を始めて８年目に突入しました。
本稿では、コロナ禍の2020年における小さな自然
再生の普及促進と技術向上に関わる活動概要を報
告します。

２．水辺の小さな自然再生事例集 ” 第２集” 発刊
JRRNによる水辺の小さな自然再生の普及活動

は、2015年３月に発刊した「水辺の小さな自然再生
事例集」の制作から始まりました。この事例集の続
編として、『できることからはじめよう　水辺の小
さな自然再生事例集　第２集』を2020年３月に発
刊しました。

事例集（第２集）表紙と掲載事例マップ

この続編では、前半部において、水辺でできる小さ
な自然再生について理解を深めるため、小さな自然
再生の大きな役割、地域づくりと教育への効果、適
用される工法の類型整理、また取組に際しての留意
点や安全管理について紹介しています。また後半部
では、北海道から九州まで14の事例について、実際
に小さな自然再生に取り組む担い手の方々に、活動
の経緯や目的、実施体制、工法の説明や工夫した点、
使用材料や工具、施工後の維持管理や利活用の工夫、
活動の効果やキーパーソンなどを執筆頂きました。
本事例集の印刷製本版冊子（全100ページ）をご

希望の方は、送料のみご負担頂き無料で謹呈します

ので、詳細はJRRNウェブサイト（http://www.a-rr.
net/jp/）をご覧ください。

３．小さな自然再生現地研修会のシリーズ開催
小さな自然再生の技術向上を目的に、2015年よ

り「小さな自然再生」現地研修会をシリーズ開催し
ています。
2020年は、新型コロナウイルス感染防止の観点

から、当初予定していた規模を縮小しての開催とな
りましたが、各開催地の共催及び協力団体関係者、
座学講義の講師や現地技術指導役としてご協力頂
いた「小さな自然再生」研究会の専門家各位、また
運営をサポート頂いた学生チームや研修会参加者
のおかげで、全３回の現地研修会を2020年11月に
連続開催することができました。

現地研修会の開催実績（全 11 回）

昨年に開催した全３回の「小さな自然再生」現地
研修会の概要を以下に紹介します。

（1）第９回現地研修会in愛知県・矢田川
◆日時：2020年11月13日（金）
◆場所：愛知県名古屋市・矢田川
◆参加人数：37名
◆主催：愛知県建設局河川課、矢田・庄内川をきれ
いにする会、小さな自然再生研究会、JRRN

◆テーマ：事前モニタリングで学ぶ土砂移動～
河川環境改善を目的としたバーブ工の設置が予

定されている現場において、河道内地形の事前モニ

水辺の小さな自然再生の全国普及と技術向上を目指して 
～2020年のJRRN活動報告～
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有田川で捕獲された両側回遊魚類の遡上個体は、
海洋由来の有機物にみられるイオウ同位体比に近い
値を示した（5.4-20.4 ‰）。一方、河川生態系内、およ
び潜在的に陸域生態系から供給されるミミズやバッタ
等の試料では、陸域由来の有機物にみられるイオウ同
位体比に近い値を示した（-4.8 - 1.6‰）。これにより、
イオウ同位体比分析を用いて、両側回遊魚類による海
洋資源輸送能を評価できることが明らかになった。

【河川の生態系機能への影響】
膨大な個体数の両側回遊生物（特にエビ類；写真２）

が遡上する河川上流では、エビ類の有無が河川の群
集構造や物質循環過程に影響を与える可能性がある。
そこで、川の一区画からエビなどの大型生物を選択的
に除外するために、和歌山県高瀬川において、電気柵
を河川内に設置する野外操作実験を行った（図２）。

図２．電気柵実験の概要

その結果、エビが存在することで資源競争や直接
の捕食により水生昆虫の密度が減少すること、お
よび代謝速度の速いエビ類が生息する実験区では、
それらの存在によって、底生生物によるアンモニ
アの排出量が9.9μmol・hr-1・m-2から24.2μmol・
hr-1・m-2の2.4倍に上昇することが明らかになった。

【両側回遊性魚類の種多様性パターン】
日本では68種の両側回遊性魚類が報告されてお

り、河川で確認されている全魚種の約15％を占める。
両側回遊性魚類は、仔稚魚期に海洋で生活した後、
河川に遡上して成長・繁殖する。そのため、それらの
種多様性パターンは、河川流域内の環境条件のみで
なく、海流の影響を色濃く反映している可能性があ
る。すなわち、両側回遊性魚類の種多様性情報を整
理することは、（1）各流域における海洋と河川の連続
性の指標となる、（2）海洋を介した流域間の連続性の
指標となるという点で、非常に重要な課題と言える。
河川水辺の国勢調査データを活用し、全国の一級河

川109水系における両側回遊性魚類の種多様性情報を

取りまとめて解析を行った。両側回遊魚の種多様性は、
緩やかながら、低緯度地域ほど高い傾向が認められた。
しかし、特に低緯度地域では同程度の緯度でも種多様
性に大きな流域間の差異が認められた。これらの違い
の一部は、各水系が流入する海域と関係しており、海
流の影響を受けにくい瀬戸内海や有明海と八代海沿
岸に流入する水系では、同緯度帯で太平洋側に流入す
る河川よりも種数が少ない傾向が認められた。これは、
太平洋側に流入する水系では、おそらくは黒潮による
海流分散によって南方系の種群が分布することが多い
のに対して、瀬戸内海の推計では、そういった種群の
分布確率が低いことが影響していると考えられる。

図３． 両側回遊魚の種類と緯度の関係．ポイントの色
は５つの水系グループそれぞれを示す：（ピン
ク）オホーツク沿岸（渚滑川から網走川まで）、

（青）太平洋沿岸（釧路川から川内川まで）、
（赤）日本海沿岸（天塩川から松浦川まで）、
（緑）瀬戸内海沿岸（大和川から大野川までと、
土器川から肱川まで）、および（紫）有明海
と八代海沿岸（本明川から球磨川まで）

３．まとめと今後の課題
本研究では、日本列島の河川流域の生物多様性を
特徴づける両側回遊性魚類・甲殻類に注目して、そ
の移動実態を把握する手法開発と移動がもたらす
海洋資源輸送能や物質循環過程の改変といった生
態系機能を解明した。さらに、日本列島における両
側回遊性魚類の種多様性情報を整理した。
全球レベルで進行する気候変動は、海洋・河川の
水温や降雨・増水頻度の変化等を通して、回遊性生
物の移動や機能に大きな変容をもたらすことが危
惧される。今後、本研究で開発した技術や知見をさ
らに発展させることで、気候変動の影響予測や適応
策の策定に貢献することが期待される。
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